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(57)【要約】
【課題】安全性が高く、非極性有機溶媒中でも取扱いが容易な還元剤、およびこれを用い
た還元方法を提供する。
【解決手段】化学式１で表され、還元剤として用いられる、ボラジン化合物である。化学
式１において、Ｒ１は、それぞれ独立して水素原子またはアルキル基であり、Ｒ２は、そ
れぞれ独立して水素原子、アルキル基またはアルコキシ基であり、少なくとも１つのＲ２

は、水素原子である。
　　【化１】

【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記化学式１：
【化１】

式中、Ｒ１は、それぞれ独立して水素原子またはアルキル基であり、Ｒ２は、それぞれ独
立して水素原子、アルキル基またはアルコキシ基であり、少なくとも１つのＲ２は、水素
原子である、
で表され、還元剤として用いられる、ボラジン化合物。
【請求項２】
　前記Ｒ１のすべてがアルキル基である、請求項１に記載のボラジン化合物。
【請求項３】
　前記アルキル基がメチル基である、請求項２に記載のボラジン化合物。
【請求項４】
　請求項１～３のいずれか１項に記載のボラジン化合物を主成分とする還元剤。
【請求項５】
　下記化学式１：

【化２】

式中、Ｒ１は、それぞれ独立して水素原子またはアルキル基であり、Ｒ２は、それぞれ独
立して水素原子、アルキル基またはアルコキシ基であり、少なくとも１つのＲ２は、水素
原子である、
で表されるボラジン化合物を還元剤として用いる、被還元性物質の還元方法。
【請求項６】
　前記Ｒ１のすべてがアルキル基である、請求項５に記載の還元方法。
【請求項７】
　前記アルキル基がメチル基である、請求項６に記載の還元方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ボラジン化合物に関する。詳細には、本発明は、ボラジン化合物の還元剤と
しての使用に関する。
【背景技術】
【０００２】
　酸化還元反応は、化学反応のうち、反応に関与する原子間で酸素または電子の授受を伴
う反応であり、現在、化学工業分野において極めて重要な反応の１つとして位置づけられ
ている。
【０００３】
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　この酸化還元反応においては、微視的に見れば、反応に関与する一方の物質Ａが酸素を
受け取るかまたは電子を放出する反応（酸化反応）と、他方の物質Ｂが酸素を放出するか
または電子を受け取る反応（還元反応）とが同時に進行する。この際、物質Ａ（酸化され
て酸化数が増加する物質）は還元剤と称され、物質Ｂ（還元されて酸化数が減少する物質
）は酸化剤と称される。
【０００４】
　化学工業分野において用いられる還元剤としては、例えば、ホウ素含有化合物が知られ
ている。かようなホウ素含有化合物としては、例えば、ジボラン（Ｂ２Ｈ６）や、水素化
ホウ素アルカリ（ＡＢＨ４；Ａはアルカリ金属）など（例えば、水素化ホウ素ナトリウム
（ＮａＢＨ４））が知られている。ここで、ジボランは自然発火点が３８～５２℃と低く
、爆発範囲は０．８～９８容量％と広い。しかも、許容濃度（ＴＬＶ－ＴＷＡ（時間加重
平均許容濃度））は０．１ｐｐｍと低く、取扱い時の危険性が高いという問題点を有して
いる。また、水素化ホウ素アルカリは非極性有機溶媒に溶解しにくく、用途によっては取
扱いが困難であるという問題点を有している。
【０００５】
　ところで、分子内にボラジン環骨格を有するボラジン化合物が知られている（例えば、
特許文献１を参照）。ボラジン化合物は分子分極率が小さいため、半導体用層間絶縁膜な
どに用いられる低誘電率膜の形成などの用途を念頭に、開発が進められている。しかしな
がら、かようなボラジン化合物が酸化還元反応における還元剤として用いられうることは
、未だ知られていない。
【特許文献１】特開２０００－３４０６８９号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明は、安全性が高く、非極性有機溶媒中でも取扱いが容易な還元剤、およびこれを
用いた還元方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者らは、ボラジン化合物についての研究を進めていく過程において、ボラジン化
合物が還元性を示すことを見出した。具体的には、ボラジン骨格を形成するホウ素原子の
少なくとも１つに水素原子が結合したボラジン化合物が、非極性有機溶媒中でも優れた還
元性を示すことを見出し、本発明を完成させるに至った。
【０００８】
　すなわち、本発明の第１は、下記化学式１：
【０００９】
【化１】

【００１０】
式中、Ｒ１は、それぞれ独立して水素原子またはアルキル基であり、Ｒ２は、それぞれ独
立して水素原子、アルキル基またはアルコキシ基であり、少なくとも１つのＲ２は、水素
原子である、
で表され、還元剤として用いられる、ボラジン化合物である。
【００１１】
　また、本発明の第２は、下記化学式１：
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【００１２】
【化２】

【００１３】
式中、Ｒ１は、それぞれ独立して水素原子またはアルキル基であり、Ｒ２は、それぞれ独
立して水素原子、アルキル基またはアルコキシ基であり、少なくとも１つのＲ２は、水素
原子である、
で表されるボラジン化合物を還元剤として用いる、被還元性物質の還元方法である。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、ボラジン化合物を採用することで、安全性が高く、かつ、非極性有機
溶媒中でも取扱いが容易な還元剤、およびこれを用いた還元方法が提供されうる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１５】
　本発明の第１は、下記化学式１：
【００１６】

【化３】

【００１７】
で表され、還元剤として用いられる、ボラジン化合物である。本発明は、上記化学式１で
表されるボラジン化合物が還元性を示すことを見出したことにより完成されたものである
が、化学式１で表されるボラジン化合物が還元性を示すメカニズムについては完全に明ら
かとはなっていない。ただし、以下のメカニズムが推定されている。すなわち、後述する
ように、化学式１で表されるボラジン化合物において、ホウ素に結合しているＲ２の少な
くとも１つは水素原子であるが、このＢ－Ｈ結合における水素原子がヒドリド（Ｈ－）と
して作用し、還元性を示すものと考えられるのである。なお、当該メカニズムはあくまで
も推測に基くものであって、他のメカニズムによってボラジン化合物の還元性が発揮され
ていたとしても、本発明の技術的範囲は何ら影響を受けることはない。
【００１８】
　化学式１において、Ｒ１は、水素原子またはアルキル基である。かようなアルキル基と
しては特に制限されず、直鎖状、分岐状または環状のいずれであってもよいが、アルキル
基の炭素原子数は、好ましくは１～８個、より好ましくは１～４個、さらに好ましくは１
～２個である。アルキル基の具体例としては、例えば、メチル基、エチル基、プロピル基
、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル基、ｓ－ブチル基、ｔ－ブチル基、ペンチル基
、イソペンチル基、ネオペンチル基、ヘキシル基、ヘプチル基、オクチル基、ノニル基、
デシル基、シクロプロピル基、シクロペンチル基、シクロヘキシル基などが挙げられる。
これら以外のアルキル基が用いられてもよい。なかでも、合成および取扱いが容易である
という観点から、Ｒ１はメチル基またはエチル基であることが特に好ましく、メチル基で



(5) JP 2008-24678 A 2008.2.7

10

20

30

40

50

あることが最も好ましい。なお、Ｒ１はそれぞれ同一であってもよいし、互いに異なって
いてもよいが、合成および取扱いが容易であるという観点から、Ｒ１は全て同一であるこ
とが好ましい。
【００１９】
　化学式１において、Ｒ２は、水素原子、アルキル基またはアルコキシ基であり、少なく
とも１つのＲ２は、水素原子である。かようなアルキル基の形態およびアルコキシ基の炭
素原子数の形態としては、上記のＲ１と同様であるため、ここでは説明を省略する。アル
コキシ基の具体例としては、例えば、メトキシ基、エトキシ基、プロポキシ基、イソプロ
ポキシ基、ブトキシ基、イソブトキシ基、ｓ－ブトキシ基、ｔ－ブトキシ基、ペントキシ
基、イソペントキシ基、ネオペントキシ基、ヘキソキシ基、ヘプトキシ基、オクトキシ基
、ノニロキシ基、デシロキシ基などが挙げられる。これら以外のアルコキシ基が用いられ
てもよい。なかでも、還元反応の効率という観点から、Ｒ２は水素原子であることが好ま
しく、水素原子であることがより好ましい。なお、Ｒ２はそれぞれ同一であってもよいし
、互いに異なっていてもよいが、合成および取扱いが容易であるという観点から、Ｒ２は
全て同一（すなわち、Ｒ２が全て水素原子）であることが好ましい。
【００２０】
　本発明において用いられうるボラジン化合物の具体例としては、例えば、ボラジン、Ｎ
，Ｎ’，Ｎ”－トリメチルボラジン、Ｎ，Ｎ’，Ｎ”－トリエチルボラジン、Ｎ，Ｎ’，
Ｎ”－トリ（ｎ－プロピル）ボラジン、Ｎ，Ｎ’，Ｎ”－トリ（イソプロピル）ボラジン
、Ｎ，Ｎ’，Ｎ”－トリ（ｎ－ブチル）ボラジン、Ｎ，Ｎ’，Ｎ”－トリ（ｓ－ブチル）
ボラジン、Ｎ，Ｎ’，Ｎ”－トリ（イソブチル）ボラジン、Ｎ，Ｎ’，Ｎ”－トリ（ｔ－
ブチル）ボラジン、Ｎ，Ｎ’，Ｎ”－トリ（１－メチルブチル）ボラジン、Ｎ，Ｎ’，Ｎ
”－トリ（２－メチルブチル）ボラジン、Ｎ，Ｎ’，Ｎ”－トリ（ネオペンチル）ボラジ
ン、Ｎ，Ｎ’，Ｎ”－トリ（１，２－ジメチルプロピル）ボラジン、Ｎ，Ｎ’，Ｎ”－ト
リ（１－エチルプロピル）ボラジン、Ｎ，Ｎ’，Ｎ”－トリ（ｎ－ヘキシル）ボラジン、
Ｎ，Ｎ’，Ｎ”－トリシクロヘキシルボラジン、Ｎ，Ｎ’－ジメチル－Ｎ”－エチルボラ
ジン、Ｎ，Ｎ’－ジエチル－Ｎ”－メチルボラジン、Ｎ，Ｎ’－ジメチル－Ｎ”－プロピ
ルボラジンなどが挙げられる。なお、本発明において還元剤として用いられるボラジン化
合物は、１種のみが単独で用いられてもよいし、２種以上が混合物の形態で用いられても
よい。
【００２１】
　ボラジン化合物の入手経路は、特に制限されない。ボラジン化合物の商品が市販されて
いる場合には当該商品を購入したものを用いてもよいし、自ら調製したボラジン化合物を
用いてもよい。
【００２２】
　ボラジン化合物を自ら調製する手法についても特に制限されない。上記の化学式１で表
されるボラジン化合物のうち、Ｒ２が全て水素原子であるＮ－アルキルボラジンの調製方
法の一例を挙げると、ＡＢＨ４（Ａは、リチウム原子、ナトリウム原子またはカリウム原
子である）で表される水素化ホウ素アルカリと、（ＲＮＨ３）ｎＸ（Ｒは水素原子または
アルキル基であり、Ｘは硫酸基またはハロゲン原子であり、ｎは１または２である）で表
されるアミン塩とを、溶媒中で反応させる手法が例示される。
【００２３】
　水素化ホウ素アルカリ（ＡＢＨ４）において、Ａは、リチウム原子、ナトリウム原子ま
たはカリウム原子である。水素化ホウ素アルカリの例としては、水素化ホウ素ナトリウム
および水素化ホウ素リチウムが挙げられる。
【００２４】
　アミン塩（（ＲＮＨ３）ｎＸ）において、Ｒは水素原子またはアルキル基であり、Ｘは
硫酸基またはハロゲン原子である。そして、Ｘが硫酸基である場合にはｎは２であり、Ｘ
がハロゲン原子である場合にはｎは１である。ｎが２である場合に、Ｒは、それぞれ同一
であってもよいし、互いに異なっていてもよい。合成反応の収率や取扱いの容易性を考慮
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すると、Ｒは好ましくは同一のアルキル基である。Ｒは、上記化学式１におけるＲ１に対
応することから、アミン塩におけるＲの具体的な形態は、上記化学式１におけるＲ１と同
様であり、所望のボラジン化合物の構造に応じて選択されうる。従って、ここでは詳細な
説明を省略する。アミン塩の例としては、例えば、塩化アンモニウム（ＮＨ４Ｃｌ）、モ
ノメチルアミン塩酸塩（ＣＨ３ＮＨ３Ｃｌ）、モノエチルアミン塩酸塩（ＣＨ３ＣＨ２Ｎ
Ｈ３Ｃｌ）、モノメチルアミン臭化水素酸塩（ＣＨ３ＮＨ３Ｂｒ）、モノエチルアミンフ
ッ化水素酸塩（ＣＨ３ＣＨ２ＮＨ３Ｆ）、硫酸アンモニウム（（ＮＨ４）２ＳＯ４）、モ
ノメチルアミン硫酸塩（（ＣＨ３ＮＨ３）２ＳＯ４）などが挙げられる。ただし、これら
に制限されることはない。
【００２５】
　使用する水素化ホウ素アルカリおよびアミン塩は、合成するボラジン化合物の構造に応
じて選択すればよい。例えば、ボラジン環を構成する窒素原子にメチル基が結合している
Ｎ－メチルボラジンを製造する場合には、アミン塩として、モノメチルアミン塩酸塩など
の、Ｒがメチル基であるアミン塩を用いればよい。
【００２６】
　水素化ホウ素アルカリとアミン塩との混合比は、特に限定されないが、アミン塩の使用
量を１モルとした場合に、水素化ホウ素アルカリの使用量を１～１．５モルとすることが
好ましい。
【００２７】
　合成用の溶媒としては、特に制限されないが、例えば、テトラヒドロフラン、モノエチ
レングリコールジメチルエーテル（モノグライム）、ジエチレングリコールジメチルエー
テル（ジグライム）、トリエチレングリコールジメチルエーテル（トリグライム）、テト
ラエチレングリコールジメチルエーテル（テトラグライム）等が挙げられる。
【００２８】
　水素化ホウ素アルカリとアミン塩との反応条件は、特に限定されない。反応温度は、好
ましくは２０～２５０℃、より好ましくは５０～２４０℃、さらに好ましくは１００～２
２０℃である。上記範囲で反応させると、水素発生量の制御が容易である。反応温度は、
Ｋ熱電対などの温度センサーを用いて測定されうる。
【００２９】
　一方、ボラジン骨格を形成するホウ素原子の１つまたは２つにアルキル基またはアルコ
キシ基が結合したボラジン化合物は、Ｒ２が全て水素原子であるアルキルボラジンのＢ－
Ｈ基に対して、アルケンを挿入するハイドロボレーション反応や、アルキル金属化合物ま
たはアルコールなどによる置換反応といった手法によって合成されうる。
【００３０】
　合成されたボラジン化合物は、必要に応じて精製されうる。ボラジン化合物の精製方法
としては、例えば、蒸留精製が用いられる。
【００３１】
　蒸留精製装置の大きさや種類は、環境や規模に応じて決定されればよい。例えば、大量
のボラジン化合物を処理するのであれば、工業的規模の蒸留塔が用いられうる。少量のボ
ラジン化合物を処理するのであれば、蒸留管を用いた蒸留精製が用いられうる。例えば、
少量のボラジン化合物を処理する蒸留装置の具体例としては、３つ口フラスコにクライゼ
ン型の連結管でリービッヒ冷却管を取り付けた蒸留装置が用いられうる。ただし、このよ
うな蒸留装置を用いる実施形態に、本発明の技術的範囲が限定されるわけではない。
【００３２】
　蒸留精製の際の温度は特に制限されず、合成されたボラジン化合物の種類に応じて適宜
設定されうる。一例を挙げると、通常は１００～１５０℃程度である。
【００３３】
　本発明は、ボラジン化合物を還元剤として用いる点に特徴を有する。従って、本発明の
第２としては、上記化学式１で表されるボラジン化合物を主成分とする還元剤が提供され
る。そして、本発明の第３としては、上記化学式１で表されるボラジン化合物を還元剤と
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して用いる、被還元性物質の還元方法が提供される。以下、ボラジン化合物が還元剤とし
て用いられる際の具体的な形態を説明するが、本発明の技術的範囲は下記の形態のみに限
定されることはない。
【００３４】
　本発明において、還元反応の種類は、ボラジン化合物が還元剤として作用しうる限り特
に制限されない。還元反応の一例を挙げると、例えば、アルデヒド、ケトン、エステル、
カルボン酸からアルコールへの還元、カルボニル基からメチレン基への還元、アミドから
アミンへの還元、不飽和結合への水素付加、還元的アミノ化、エステル、カルボン酸、ア
ミド、ニトリルからアルデヒドへの還元などが挙げられる。ただし、これら以外の還元反
応にボラジン化合物が用いられてもよい。
【００３５】
　被還元性物質の種類については、上述したボラジン化合物により還元されうる物質であ
ればよく、特に制限はない。例えば、上述した還元反応の基質となる化合物が挙げられ、
その具体例としては、例えば、アセトン、メチルエチルケトン、シクロペンタノン、シク
ロヘキサノンなどのケトン類（アルコールへの還元反応）、ホルムアルデヒド、アセトア
ルデヒド、プロピオンアルデヒドなどのアルデヒド類（アルコールへの還元反応）、ベン
ズアルデヒド、アニスアルデヒド、１－ナフトアルデヒド、２－ナフトアルデヒドなどの
アリールアルデヒド類（アルコールへの還元反応、カルボニル基からメチレン基への還元
反応）、アセトフェノン、ベンゾフェノンなどのアリールケトン類（アルコールへの還元
反応、カルボニル基からメチレン基への還元反応）、酢酸エチル、酢酸フェニルなどのエ
ステル類、ギ酸、酢酸、プロピオン酸、安息香酸などのカルボン酸類（アルコールへの還
元反応、アルデヒドへの還元反応）、ホルムアミド、アセトアミド、プロピオンアミド、
ベンズアミド、１－ナフトアミド、２－ナフトアミドなどのアミド類（アミドからアミン
への還元反応、アミドからアルデヒドへの還元反応）、アセトニトリル、プロピオニトリ
ル、イソブチロニトリル、ベンゾニトリルなどのニトリル類（ニトリルからアルデヒドへ
の還元反応）などが例示される。ただし、これら以外の物質が被還元性物質として用いら
れても、勿論よい。
【００３６】
　還元反応におけるボラジン化合物および被還元性物質の仕込み量の割合（モル比）は特
に制限されないが、反応の効率という観点からは、被還元性物質１モルに対して、ボラジ
ン化合物のホウ素に結合した水素原子（すなわち、Ｒ２の水素原子）が、好ましくは１．
０～１０．０モル、より好ましくは１．０～５．０モル、さらに好ましくは１．０～２．
０モルとなる量のボラジン化合物が用いられる。ボラジン化合物の仕込み量が１．０モル
以上であれば、反応を充分に完結させうるため好ましい。一方、ボラジン化合物の仕込み
量が１０．０モル以下であれば、製造コストや後処理に要する手間が削減されうるため好
ましい。ただし、これらの範囲を外れる形態が採用されても、勿論よい。
【００３７】
　本発明において、ボラジン化合物を用いた還元反応は、無溶媒系で行われてもよいし、
溶媒中で行われてもよいが、反応熱を充分に除去するという観点からは、本発明における
還元反応は溶媒中で行われることが好ましい。還元反応に用いられる溶媒は、還元反応に
悪影響を及ぼさない限り、特に制限されない。ここで、ボラジン化合物は水との接触によ
り分解してしまうため、反応溶媒としては有機溶媒が用いられる。当該有機溶媒の一例を
挙げると、例えば、テトラヒドロフラン、ジエチルエーテル、ジイソプロピルエーテル、
ジブチルエーテル、モノグライム、ジグライム、トリグライム、テトラグライム、１，２
－ジメトキシエタン、ジオキサンなどのエーテル類；ｎ－ペンタン、ｎ－ヘキサン、ｎ－
ヘプタン、ｎ－オクタン、ｎ－ノナン、ｎ－デカンなどの脂肪族炭化水素類；シクロペン
タン、シクロヘキサン、シクロオクタンなどの脂環式炭化水素類；ベンゼン、トルエン、
キシレンなどの芳香族炭化水素類；ギ酸エステル、酢酸エステルなどのエステル類；アセ
トニトリルなどのニトリル類；Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセト
アミド、ヘキサメチルリン酸トリアミド、Ｎ－メチルピロリドンなどのアミド類；ピリジ
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ンなどのその他の有機窒素化合物類；ジメチルスルホキシド、スルホランなどの有機硫黄
化合物類；テトラメチルシラン、テトラエチルシラン、メトキシトリメチルシラン、エト
キシトリメチルシラン、ヘキサメチルジシロキサン、オクタメチルシクロテトラシロキサ
ンなどの有機ケイ素化合物類；ビシクロ［２．２．１］ヘプタン、ビシクロ［２．２．２
］オクタン、ピナン、テトラヒドロジシクロペンタジエンなどの環式炭化水素、等が挙げ
られる。これらの溶媒は１種のみが単独で用いられてもよいし、２種以上の混合溶媒の形
態で用いられてもよい。なかでも、入手および取扱いが容易であるという観点からは、溶
媒として、テトラヒドロフラン、トルエン、ヘキサンが好ましく用いられる。
【００３８】
　還元反応が溶媒中で行われる場合、溶媒の使用量は特に制限されないが、ボラジン化合
物および被還元性物質の合計量１００質量％に対して、好ましくは５０～１０００００質
量％であり、より好ましくは１００～１００００質量％である。溶媒の使用量が５０質量
％以上であれば、反応熱が充分に除去されるため好ましい。一方、溶媒の使用量が１００
０００質量％以下であれば、製造コストや後処理に要する手間が削減されうるため好まし
い。
【００３９】
　反応系には、必要に応じて、反応物および溶媒以外の物質を添加剤として添加してもよ
い。かような添加剤としては、例えば、ルイス酸などが挙げられる。ルイス酸を添加する
ことで、被還元性物質のカルボニル基が活性化され、反応性や官能基選択性の向上といっ
た効果が得られる。例えば、α，β－不飽和カルボニル化合物の還元においては、炭素－
炭素二重結合およびカルボニル基の双方が還元されうるが、ルイス酸の添加により、カル
ボニル基の選択的還元が可能となる。かようなルイス酸の例としては、例えば、塩化セリ
ウム（ＩＩＩ）、塩化アルミニウム（ＩＩＩ）、四塩化チタン、三フッ化ホウ素ジメチル
エーテル錯体などが挙げられる。ただし、これら以外のルイス酸が用いられても、勿論よ
い。
【００４０】
　還元反応が行われる際の反応条件についても特に制限はなく、ボラジン化合物により還
元される反応物質の種類に応じて適宜決定されうる。反応条件の一例を挙げると、反応温
度は－７８～１００℃程度であり、好ましくは０～５０℃である。また、反応時間は０．
０１～５０時間程度であり、好ましくは０．１～５時間である。さらに、反応時の雰囲気
についても特に制限はないが、好ましくは窒素、ヘリウム、アルゴンなどの不活性ガス雰
囲気下にて行われる。ただし、これら以外の反応条件が採用されても、勿論よい。
【００４１】
　還元反応の反応形態についても特に制限はない。例えば、ボラジン化合物、被還元性物
質、および必要に応じて溶媒を、全て反応器中に仕込んだ状態で還元反応を進行させても
よいし、ボラジン化合物または被還元性物質の一方または双方を、反応系に徐々に添加し
ながら還元反応を進行させてもよい。ボラジン化合物および／または被還元性物質を反応
系に徐々に添加する形態としては、両者を別々のラインから連続的に反応系に添加（滴下
）する形態；両者を別々のラインから段階的に（例えば、数～数十分おきに）反応系に添
加する形態；両者が非加熱状態では反応しない場合には、両者の混合物を１つのラインか
ら連続的または段階的に反応系に添加（滴下）する形態、などが例示されうる。
【００４２】
　還元反応を終了させる際には、反応系に水を添加するとよい。これにより、ボラジン化
合物が分解され、還元剤としての機能を消失するためである。この際添加される水の量は
特に制限されないが、通常、使用したボラジン化合物に含まれる水素原子１モルに対して
、１０～１００モル程度である。
【実施例】
【００４３】
　以下、実施例および比較例を用いて本発明の実施の形態をより詳細に説明するが、本発
明の技術的範囲は下記の形態のみには制限されない。
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【００４４】
　＜実施例＞
　反応器に、被還元性物質（ケトン）であるアセトン２．００ｇおよび溶媒であるテトラ
ヒドロフラン５０ｇを仕込み、反応系とした。その後、Ｎ，Ｎ’，Ｎ”－トリメチルボラ
ジン４．２２ｇを１０分間かけて反応系に滴下した。２０℃にて２時間撹拌後、水１０ｇ
を反応系に添加して反応を完結させた。その結果、アセトンの還元により生成しうるイソ
プロピルアルコールが１．７６ｇ生成していた。なお、イソプロピルアルコールの生成は
、以下の測定条件下で、ＧＣ－ＭＳにより確認した。
【００４５】
　［ＧＣ－ＭＳの測定条件］
　装置：サーモエレクトロン株式会社製　ＰＯＬＡＲＩＳ　Ｑ
　カラム：ジーエルサイエンス株式会社製　ＴＣ－ＷＡＸ
　　　　　長さ：３０ｍ、内径：０．２５ｍｍ、膜厚：０．２５μｍ
　キャリアガス：窒素
　キャリアガス流量：１．０ｍＬ／分
　試料注入温度：２５０℃
　カラム温度：４０℃（５分）→１５℃／分の昇温速度で２３０℃まで昇温
　保持時間：２．１８分（イソプロピルアルコール）
 
　以上の実施例に示す結果から、ボラジン化合物との反応によりアセトンがイソプロパノ
ールに還元されたことがわかる。
【００４６】
　従って、本発明によれば、ボラジン化合物を還元剤として採用することで、安全性が高
く、非極性有機溶媒中でも取扱いが容易な還元剤、およびこれを用いた還元方法が提供さ
れうることが示される。
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